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 論文の内容の要旨 

本論文では、朝鮮民主主義人民共和国（以下、北朝鮮）における市場化の実態を明らかにする

とともに、市場化がどの段階にあるのかを探った。主な研究対象を、経済改革政策が本格的に進

められるようになり、北朝鮮指導部や海外の北朝鮮研究者らの間で経済改革や市場化について本

格的に論じられるようになった金正日政権期とし、金日成政権期と金正恩政権期も補足的に扱っ

た。社会主義圏の政治経済的変化を対象とする議論、特に計画経済から市場経済への移行は市場

経済移行論の観点から論じられてきたが、北朝鮮は除外されてきた。計画経済体制を堅持してい

る北朝鮮は市場経済への移行が起こり得ない例外的ケースと見なされていたからである。しかし、

北朝鮮にも場所としての「市場」（農民市場、後に地域市場）が存在し、そこでは需要と供給に

よって価格が形成される「市場メカニズム」が働いている。そのことを踏まえ、本論文では、北

朝鮮の市場化の実態を明らかにする目的のもと、計画経済体制と市場化の関係性、ならびに北朝

鮮政府の経済改革・開放政策と市場化の関係性、そして、コルナイの市場経済移行論に照らして

北朝鮮における市場化の段階を探った。 

 以下、各章ごとの概要を述べる。 

 序論にあたる第 1 章では、社会主義経済の市場経済移行論と北朝鮮の計画経済体制・対外経

済政策を踏まえたうえで、本論の目的に向けた問題設定と課題の提示を行い、これと関連する先

行研究を概説し、研究方法を示した。また、本論での考察において基本概念となる「市場」と「市

場化」を再定義した。 

 第 2 章では、金正日政権期以前、つまり金日成政権期に実施されてきた経済政策について、

国内経済政策と対外経済開放政策に分けて検討した。それによって、北朝鮮では金日成政権期を

最後に経済計画が発表されなくなったことを再確認したが、このことは北朝鮮政府が計画経済政

策を維持していてもシステムは正常に稼働しなくなったことを物語っていた。逆に経済開放政策

では「合営法」制定や経済特区の設置という形で市場システムが取り入れられたことを確認した。 

 第 3 章では、金正日政権期の経済改革政策に焦点をあてた。まず、北朝鮮で経済改革政策が

実際にはいつから始まり、どのような内容であったのかについて述べた。そして、北朝鮮政府が

計画経済と市場化との折り合いをどうつけようとしていたのかについて、2005 年 10 月以降か

ら 2009 年末までの改革の後退などから探った。それによって、経済改革の起点は金正日体制が

スタートした 1998 年であり、経済改革政策の内容が多岐にわたっていること、主な目的はイン

センティブの向上にあったことなどが浮き彫りになった。また、北朝鮮政府が究極的には計画経

済を復活させたいと考えていたことも明らかになった。 

 第 4 章では、2 章で探った金日成政権期後、すなわち金正日政権期の経済開放政策について、

南北経済協力と再活性化した経済特区政策の 2 つのテーマに分けて検討した。冷戦構造崩壊と

いううねりのなかで生き残っていくためにも、南北は軍事的緊張を解消し経済的に協力し合うこ

とで利害が一致していた。そのうえ社会主義市場喪失に直面した北朝鮮政府は経済特区設置とい

う形で対外経済政策を転換した。2000 年の南北首脳会談を機に南北間の経済協力は活性化した
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が、2008 年に韓国に保守政権が誕生したことで後退した。北朝鮮は中国と共同で開発・管理す

る形で経済特区の再活性化をはかる方針へと転換した。 

 第 5章と第 6 章では、筆者が 2010 年と 2011 年に朝鮮社会科学院で受けた経済研究者による

講義内容を整理し、彼らの経済政策に対する認識を分析した。5章では国内経済政策、6 章では

対外経済政策を扱った。朝鮮社会科学院は、社会科学分野の研究事業全般を受け持つ中央機関に

位置づけられ、同院に所属する研究者らの講義は、北朝鮮政府の経済政策を代弁しているといえ

る。5 章と 6章では、経済研究者の講義内容を資料として北朝鮮政府の経済政策を説明した。そ

れによって、国内経済政策に関しては、経済改革について全く言及していない点が特徴的であり、

そのことから北朝鮮の指導部が 2010～2011 年の段階では改革に対して否定的であることが分

かった。さらには、市場化の進展を警戒していることも明らかになった。対外経済政策の面では、

対外経済開放政策が進むにつれて資本主義的要素が国内に浸透することを覚悟しなければなら

ないとしても、外資導入によって得られる利益を優先する「実利」の導入が進んでいることを読

み取ることができた。 

 第 7 章では、市場化の実態について、2008 年と 2010～2012 年に筆者が行った現地調査をも

とに整理し分析した。本章では、北朝鮮における市場化の段階をはかるためにコメを中心とした

価格の問題を考察した。また、対外経済政策における市場化については、合弁事業を担当する実

務家のインタビューを資料に、北朝鮮政府の考えについて考察した。まず、価格の調査によって、

コメだけでなく地域市場で販売される品物全般にわたって国定価格と市場価格の間に大きな差

があることが明らかになった。しかも、市場価格は変動を繰り返し高騰していった。国営商店と

合弁商店では価格が異なり、市場価格とも違っていた。このことから「第三の価格」が存在する

ことを確認した。また、北朝鮮政府は 2000 年代に入り供給システムを復活させる努力をしてい

るが、国営工場・企業所で生産が正常化しないために従業員の食糧を自力で解決しようとする企

業が存在する。このことは、供給システム復活にはまだ時間がかかることをうかがわせる。一方、

経済特区政策や合弁事業を担当する実務家へのインタビューを通じて、北朝鮮が市場経済のノウ

ハウを全面的に取り入れようとしていること、それが経済特区にとどまらず全国的な動きへと発

展していることが明らかになった。 

 第 8 章では、金正日政権の後を継いだ金正恩政権の国内経済政策と対外経済政策について検

討した。金正恩政権では、経済改革政策の柱である「社会主義企業責任管理制」と、経済開放政

策の柱である「経済開発区」構想を中心に検討し、金正日政権期の政策と比較した継続性と独自

性についても分析を試みた。ここで明らかになったことは、金正恩政権下で経済改革政策は金正

日政権期よりも改革度が増している点、コメは地域市場など非国営流通網で購入することが当た

り前になっていると思われる点、経済開放政策も金正日政権期より格段に開放度が増している点、

である。金正恩政権期にも指令型経済復活を目指す動きは確認できるが、具体的な数値目標は明

らかにされていない。 

 終章の結論では、本論文のサマリーと意義、課題について述べた。 

 以上、各章で論じたことについて述べたが、北朝鮮では「場所」としての市場は建国から 2
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年後に農民市場が誕生して以降、人々が生活の糧を得る補助的手段として存在し続け、1990 年

代後半の経済危機の頃には補助的手段から主要的手段へと浮上した。北朝鮮の指導部は市場を容

認する改革措置と、それを後退させる措置、つまりは計画経済への復帰との間で揺れ動いてきた

が、結果的に市場は人々が生活必需品を得る場所として機能し続けており、筆者の現地調査で得

た資料の許す範囲では市場システムが稼働していることが分かった。つまり、市場の拡大と市場

メカニズムの導入・拡散は進行しているといえる。対外経済政策においては金日成政権の時代か

ら市場化が進んでいたといえる。このように見ると、北朝鮮政府は金日成政権の時代から計画経

済体制を維持するために市場化を利用してきたと考えられる。金日成政権期には対外経済開放政

策に留められていたが、金正日政権期にはそれが国内にまで浸透していた。その意味で、北朝鮮

では計画経済と市場化は相互に依存し合う関係にあるのではないかと考える。 

 金正日政権期において、体制転換（transition）を示すコルナイの 3 つの指標（①私的セクタ

ーの割合が増大し、GDP（国内総生産）の大部分を占める、②市場が経済活動の支配的調整シ

ステムとなる、③共産党が政治的な独占権力を失う）のうち、①と②は部分的に適合し、③は当

てはまらなかった。それでも「体制転換」は進んだと考えられる。北朝鮮における「体制転換」

を示す指標として筆者が考えるのは、第一に、供給システムが事実上崩壊したことであり、第二

に、国営商店に頼らない傾向が強まったことである。金正恩政権に入り、コルナイの①と②の指

標はさらに適合性を増している。 

 しかし、北朝鮮では「体制転換」の過程にはあっても、共産主義政党である朝鮮労働党が政治

的な独占権力を維持している以上、コルナイが言うところの「構造変化（transformation）、す

なわち政治体制の移行へと進むわけではない。 

 本論文では、現地調査という研究方法を取り入れた。先行研究では、脱北者をインフォーマン

トとして、彼らの情報をもとに北朝鮮の社会や人々の日常生活を分析する作業が行われてきたが、

北朝鮮の市場化の実態を分析するには現地調査が必要であると考えたからである。現地調査では

研究者にアプローチする方法を取るとともに、訪問が可能な商店や地域市場、ならびに工場や企

業所を観察し丹念にメモを取った。可能な範囲で一般国民への調査も試みた。このような現地調

査に基づき、5章と 6 章では経済研究者の講義録を整理する形で彼らの経済政策に対する認識を

分析した。それによって、2～4 章で述べた経済政策史を補完するとともに、北朝鮮政府が目指

す政策やそれを行おうとする意図がある程度把握できた。また、7章では現地調査を通じて市場

化の実態をある程度明らかにできたと考える。 

 

 


